







Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja




























*東 洋大 学国 際 地域 学部 ；FacultyofRegionalDevelopmentStudies,ToyoUniversity
38 観 光学 研究 第7 号2008 年3 月
場を失い、急速に経営は悪化した。 そうした斜陽化の過程で採用された経営形態がい わゆる公企業(publiccorporation)
である2)。
設立当初、独立採算制(＝企業性の達成) とともに公共性の達成が目標 とされた公企業たるDB も
その後 の経営難に様々な経営改善策 を試 みたが、産業構造、交通市場の選択性向の変化等により、
競争上 の優位性を失い、未曾有の経営危機に直面していった。そもそもDB の経営は、1949年の発足
直後から悪く、黒字計上 は、1951 年の1 回だけである。
これまでも、DB 理事会による(DB の) 経営健全化 に関する構想(1958 年)、ブラント委員会報告(1960
年) 、レ ーバー・プ ラン(1968 ～72 年)、DB 法改正(1969 年) 、DB 理事会再建案(1973 年) 、
路線網縮小計画(1976 年) 、「DB にお ける通路と経営の分離効果の試験に関する連邦政府報告( ＝通
路 と経営の分離案)」[BerichtderBudesregierunguberdiePrufungderAuswirkungeneinerTrennungvonFahrwegundBetriebbeiderDeutschenBundesbahn](1979
年)、区分会計(Trennungsrechnung)^)









これは1982 年の実績に対し、1990 年 までに総経費を25%( うち人件費を30 ％) 節減し、労働生産
性を40% 上げる という ものであった。生産性の向上を見るなら、計画最終年(1990 年) の実績値は
当初の目標をほぼ達成していた。し かし、財政 の悪化 に歯止めをかけることができず、現行の経営
形態による再建は不可能となった。1990
年代に入 るとDB の年度欠損額、長期債務額は急激 に増大し た。し かも束ド イツ国鉄(DieDeutscheReichsbahn:DR
、以下「DR 」)の統合が財政の悪化に拍車 をかけた。そのDB 、DR の年
度欠損額は1996 年末 に108億マルク、長期債務額 は800億マルクになるものと推計され、DB 、DR の
再建はほぼ不可能となった。 そうした状況 を見越してか、すで に連邦政府 はこれまでとは抜本的に
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tragfahigeGrundlagefureinepositiveEntwicklungderDB) を創設する必要がある。 それには長期
的視野 に立って( 輸送サービ スの) 質的、価格的な競争下にも存続しうる鉄道 ネットワークと輸送
サービ スに生産構造を限定し なければならない(DieStrecken-undProduktstrukturzudefinieren,dieauflangeSichtqualitativundpreislichimWettbewerbbestehenkann)
」。 また、「鉄道は商業的
に管理されるべきであり(DieBahnsoilkaufmannischgefuhrtwerden) 、 その活動成果は商業 的原
則 にしたがって(nachhandelsrechtlichenGrundsatzen) 、事業報告が行われるべきである。が、現




以上 のような基本認識の下、DB 政府委員会は、改革を成功させるた め以下のような前提措置を求
めた。O
ドイツ鉄道会社(DBAG)7) の国家的任務(StaatlicheAufgaben) と商業 的責任(kaufmannischeVerantwortung)
を明確に分離する( 国と鉄道企業 の責任領域の明確化)。2)
債務処理及びその他改革に必要な立法措 置8)
以上 のような構造分離の導入 を提言したDB 政府委員会 の案は、まず鉄道の企業性を発揮させ る
ためにDB とDR を統合し、直ちに当面は全株式 を連邦政府が保有するがいずれこれを民間 に売却
する予定のDBAG に改組するものとした9)。従ってDB 、DR は民営化される。また機構改革に際し
てDB は1990 年12 月31 日、DR は( 東西ドイツ通貨統合 が実施された)1990 年7 月1 日を起点 とした
開始貸借対照表及びその修正貸借対照表が作成 されることとなった。 その上で累積欠損の減額 と増
資のため合計1,653億マル クの連邦政府補償金が拠出 され、DBAG の財政基盤の確立が図られるも
のとなった。この他、1991 年1 月時点で、お よそ1,500億マルクにのぼるDB とDR の長期債務 と年
金負担がDBAG から切り離され、政府系機関である長期債務処理機関(t:Iberleitungsfinanzierungs-institution)
を設 立し、その処 理を充 てら れる もの となった1o)。同機 関 には職員 移行 機関(Per-sonaluberleitungsinstitution)
が設けられ、DBAG への移行を希望し ないか、あるいはその法的地位
から移行できないDB 官吏(Beamte) の処理が委 ねられた11)。こうした構造分 離による公共性の担
保措置は、むろんDBAG の自律的な経営のために必要不可欠な措置となっている。DBAG
の内部組織は3 つの事業部門、すなわち旅客輸送部門、貨物輸送部門、鉄道線路部門に分
けられる( いわ ゆる組織上の上下分離)。旅客輸送部門 と貨物輸送部門 はプロフィット・センターと
して機能するが( いわ ゆる事業部制)、近い将来、分離・独立し、株式会社 とし て企業性を発揮して
い くものとなる。
そうした市場指向的な輸送部門 に対し て鉄道線路部門 はDBAG の内部組織 という形態を採 りな
がらも独立的な組織 として社会資本たる鉄道線路の維持・管理 とい う高権的な任務(hoheitlicheAufgaben)
を委ねられる12)。留意すべきは、鉄道線路部門が第三者たる鉄道事業者にも鉄道輸送事
業への参入を認め(OffnungvonFahrwegfurDritte) 、利用度に応じた線路使用料(Trassenpreis)
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＊ 駅 施 設 の 運 営 管 理
（出所：筆者作成（堀［2000a］74ペ ージ、図4-6 ）






門が制度的に分離される鉄道改革が実施されることとなった( 図1 、図2 、図3 、参照)。
③ 改革案の実施－DB の分割・民営化－










①DB とDR を連邦鉄道財産機構（BEV ）に統合した後、これを公共的領域と企業的領域に分け
る（企業的領域を担当する機関としてDBAG を設立する）。
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②公共的領域を担当する機関 として連邦鉄道庁(EBA) および連邦鉄道財産清算機構(Rest-BEV)
を新設する。
③鉄道費用構造 の変 革のための財政措置を講 ずる( 長期債務処理の政府移管等)。
④鉄道事業を上下分離し、鉄道線路施設 の維持・管理 と新線建設計画の実行責任を鉄道輸送主体
から切り離す。
⑤オープンアクセスを実施し、国内外の事業者 を問わず必要な資格 を満たした事業 者にDBAG
のネットワークへの参入 を認める。
⑥地域化によって地域交通 サービ スの提供 と運営の意思決定責任、費用負担 を州に移管する。
以上 のような措置が とられた上 で、DBAG はコンツェルンたるド イツ鉄道 グループ(DeutscheBahnKonzern)
を形成した。DBAG は1999 年6 月 に持株会社の下に分離・独立した(実質的には1999
年1 月 に分 離・独 立し てい た)。 そして、こ のグ ループ リーダーた るホール ディン グ会 社(DB-Holding)
の傘下に以 下のような企業が設立された。長距離旅客輸送を担当するDB 旅行・観光株式
会社(DBReise&TouristikAG) 、近距離旅客輸送を担当するDB レ ギオ株式会社(DBRegioAG) 、
貨物輸送を担当するDB カーゴ株式会社(DBCargoAG) 、鉄道線路を貸し付 け、 これを建設、維
持・管理するDB ネットワー ク株式会社(DBNetzAG) 、駅施設を貸し付 け、 これを維持・管理す
るDB 駅 サービ ス株式会社(DBStation&ServiceAG) の5 つである。
鉄道近距離旅客輸送はDB の経営を最 も圧迫していたものであるが鉄道改革 によって その運営責
任 と費用負担 は州 に移管された。DBAG は州の委託 を受けて当該地域の鉄道輸送を行う。既述した
ように、地域化 をめぐっては連邦 と州 との激しい応酬があった。州の意見を代表する連邦参議院 は、
地域化 は州財政を圧迫するとしてこれに強く反対した。しかし、連邦 と州の財政調整が図られるこ




使うことができる。したがって鉄道 を廃止してバ ス輸送へ転換して もよい。 その決定 は州に任され
る。こうし た当該地域の鉄道輸送を担う企業 は大部分DBAG であるが、ごく一部の地域ではそれ以
外の企業 も担当している。地域化の目的は地域密着型 の輸送サービスを提供し、鉄道近距離旅客輸
送の再生 と効率化 を図ることにある。何より も各地域の輸送需要に見合ったサービスを提供するこ
とを責務 としている。
地域化は、1996 年1 月 に実施されたが、 これによって、一般 に、それまで減少傾向 にあった鉄道
近距離旅客輸送は持ち直し、輸送収入 は増加している。各地域 とも新型車両 の投入や鉄道 の利便性、
快適性向上への努力や工夫が見 られる。ただ、大部分 の輸送が、DB レ ギオの「価格提示(Preisan-frage)
」 に従う契約 によるものであったためコスト面に不透明さが残る。
以上、DBAG 設立 から5 分社化 までが、鉄道改革の第一段 階、持株会社の下 に分割会社の安定経
営を確保させ、持株会社を解消するまでが第二段階、 それ以降が第三段階 となる。 このようにドイ
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3 。 鉄道 経 営 の公 共 性14)(1)
経営形態の変遷
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性（＝公共的使命）が規定されていた。
「ドイツ連邦鉄道 はその責任 において最良の輸送サービスの提供を目的 として ［一般の］企業 と
同じく（wieWirtschaftsunternehmen ）、企業原則 に従って（nachkaufmannischenGrundsatzen ）、























































































































ドイツの鉄道改革 は1999 年1 月から第二段階に入り、 その組織は（スウェーデンの2 分割に対 い5
分割された。オープンアクセスについても（スウェーデンの限定的、部分的な導入に対し）全面的
にこれを実施した（イ ギリスでは貨物輸送が オープ ンアクセスであるのに対し旅客輸送 はフ ラン
チャイズ制を導入している）。発足以来DBAG は毎年黒字を計上するようになり、その額も年々増
大している。1998 年のインターシティ・エ クスプレ ス（IntercityExpress:ICE ）脱線事故の痛手 は
大 きかったが、改革 そのものへの影響 はなかった。鉄道新線の建設、在来線の整備は2002 年の連邦
交通路計画（Bundesverkehrswegeplan ）に基づき鋭意進められ、鉄道再生にかける期待 は大きい。政
府が保有するDBAG 株式 の売却の見通し は立ってい ないが、鉄道改革には明るい兆しがうかがえ
る。
なおドイツでは鉄道改革が総合交通政策的な交通インフラストラクチャー整備計画 に支えられて
いる点、また鉄道改革そのものが、国内 はもとよりEU 共通交通政策の一環 とし て国際的視野 に立っ
て実施されている点を忘 れてはならない。競争政策を目的とした上下分離とオープンアクセスの導
入 は、通路費負担上のイコール・フッティング（equalfooting,StartgleichheitallerVerkehrstrager 、
競争条件の平等化）論に一つの解答 を与えた とい う点、交通政策史上、画期的 な意義 をもつ24）。
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［注］1
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9 ）DB 政府委員会では、当初、DB のみの改革案を審議事項としていたが、東西ドイツの統一からDR の改革に













道高権の付与 は国の統治権の付与 （BelehhungmiteinemHoheitsrecht ）とみなされ、需給調整や資格証明のだ
め付与される他の事業免許とは本質的に異なるものとされた。つまり鉄道の敷設免許は高権的任務（Hoheitsre-cht













企業形態 公 企 業 公 益 企 業 私 企 業
公共性[
規定要因]
強 ← ［公的所有の程度］ → 弱
強 ← ［公的規制の程度］ → 弱
企業性[
規定要因]
弱 ← ［経 営 の 自 立 性］ → 強
弱 ← ［企 業 の 効 率 性］ → 強
注：公益企業を公企業 に含めることもあるが、ここで は公益企業の
経営形態 を（会社法適用の）株式会社とするこ とで公企業と区別 す
る。 （出所：植草［2000]243 ペ ージ、図9-1 を参考 に筆者作成］
17）日本国有鉄道法研究会（1973]1 ～3 ページ、参照。18
）注図2 において、DD' は連邦鉄道の輸送サービスに対する（社会全体の）需要曲線、Si はその供給曲線（＝限
界費用曲線MCl ）である。連邦鉄道運賃がPi に設定されれば、当該サービスの供給量はQi となり、この場合の
社会的総便益（＝部分的効用和、公共性）はODLQ1 であり、社会的総余剰（ただし消費者余剰のみとする）はPIDL
となる。また経営効率の向上によって供給（＝費用）曲線がS, （＝MC, ）に低下し、運賃をP2 に引き下
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げることができれば、社会的総便益はODMQ2 、社会的総余剰はPiLMP, 分だけ増え、P,DM となる。日本国有
鉄道法にいう「能率的な経営による公共の福祉の増進」とはこのような状況を指すものといえる。しかしなが
ら、たとえば、コストを大幅に下回る運賃Pa が設定されているような場合、社会的総便益はODNQ3 、社会的
総余剰はPoDN となり、P3P2MN 分だけ増大しているが、そのためのサービス供給のコストはOP2RQ3 であり、











Q Qa Q サービ ス供給 量
（出所：中西［1985]28 ～36ペ ージ参考に筆者作成］
19) 注図3 においてD, は連邦鉄道の輸送サービスに対する需要曲線、Di は利用可能性に対する( 潜在的需要者
の)需要曲線(＝限界評価曲線)である。この場合、社会全体の鉄道輸送サービスに対する支払い意志額はDi 、D,












公共 サービ スの供 給量
（出所： 中条［1992]48 ページ、図4a を参考に筆者作成］








































）この点については堀［2000b ］133 ～146 ページを参照のこと。
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連邦政府は機構改革の実施に当たってDB とDR の職員の法的地位一特に官吏（Beamte ）の（ドイツ連邦）基
本法上の権利一が保証され、〔官吏から民間への〕職員の移行に必要な法的基盤が創られることを確認する。なお
この機構改革の実施に際し、連邦政府は州政府に対して鉄道近距離旅客輸送の地域化問題の解決に必要な財政調












































堀 ：公 企業 改革 とし て のド イツ の鉄道 改革
一通常の予算以外に必要な財政資金についてはEU 委員会との調整による全体構想の中で処理される。8.
立法措置の必要性（Regelungsbedarf）
一基本法の改正（その他多くの立法）
一鉄道近距離旅客輸送の地域化 （Regionalisierung）
一第三者に対するネットワークの開放（OfFnungSchienennetzfurDritte ）
一法的地位を保護した上での職員の移行 （tJberleitungMitarbeiterunterWahrungderRechtsstellung ）
その他、限界があるとはいえ現状での可能な経営改善 も必要である。9.
その他の措置（WeiteresVorgehen ）
連邦交通省 は1993年半ばまでに法案の立法手続きを完了させるため直ちに法案を提出する。
[訳注]
本稿は、1992年10月、ドイツ連邦交通省より入手したプレス発表用の資料を筆者が訳したものである。
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